
○ 宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（平成１３年国総動第３号）新旧対照条文

（傍線の部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

その他の留意すべき事項 その他の留意すべき事項

１～５ （略） １～５ （略）

６ マンションの管理の適正化の推進に関する法律関係について ６ マンションの管理の適正化の推進に関する法律関係について

宅地建物取引業者は、新築マンションの分譲に際し、マンションの 宅地建物取引業者は、新築マンションの分譲に際し、マンションの

管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）第１ 管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）第１

０３条第１項の規定により、同法施行規則第１０２条に定める１１種 ０３条第１項の規定により、同法施行規則第１０２条に定める図書を

類の図書を当該マンションの管理者等に対し交付することとされてい 当該マンションの管理者等に対し交付することとされている。この場

る。この場合において、図書の内容は次のとおりであるので留意するこ 合において、交付すべき図書に該当するか否かについては、図書の形

と。 式的な名称に関わらず、記載されている内容により判断する必要があ

(１) １１種類の図書は、建築基準法第７条第１項又は第７条の２第 るので留意すること。また、他の資料の内容を当該図書に引用してい

１項の規定による完了検査に要した付近見取図、配置図、各階平 る場合はその引用部分を併せて交付すること。

面図、二面以上の立面図、断面図又は矩計図、基礎伏図、各階床

伏図、小屋伏図、構造詳細図及び構造計算書と同一の内容のもの

並びに同法第２条第１２号に規定する設計図書の一部として作成

する仕様書とする。

(２) 建築基準法施行規則第３条の２に規定する計画の変更に係る確

認を要しない軽微な変更があった場合には、当該変更内容を明確

にする措置を講じるものとする。

別紙２


